
 

 

令和８年度 保護者の皆様へ 

高校生等奨学給付金（通常給付）のご案内 

 

●授業料以外の教育費を支援する給付金です。（返還不要） 
●給付を希望する場合は、申請書類の提出が必要です。 

 

＊ 所得や国籍など複数の要件があり、要件に該当する世帯のみ対象です。 

 

 

 
令和８年７月１日現在の世帯状況が、次の①～③全てに該当する世帯 

 

① 生徒が高等学校等就学支援金（高校生等・新修学支援、学び直し支援金）の受給資格を有すること。 

 

② 世帯年収等が次のア～エのいずれかであること。 

 

ア. 生活保護（生業扶助）受給世帯 

イ. 令和８年度の保護者等全員の住民税所得割合算額が非課税（0円） 

ウ. 令和８年度の保護者等全員の住民税所得割合算額が100円以上105,500円未満 

エ. 令和８年度の保護者等全員の住民税所得割合算額が105,500円以上182,500円未満 

③ 保護者等が長崎県内に住所を有していること。 

※生徒の国籍・在留資格等で対象となる世帯の範囲が異なります。 

 
※住民税所得割額については、市町村窓口等で取得できる「令和8年度課税証明書」、主に会社員の方
へ毎年6月頃に勤務先を通じて配布される「令和8年度特別徴収税額決定（変更）通知書」、自営業
者の方や住民税を直接納付している方へ市町村から送付される「令和8年度納税通知書」、またはマ
イナンバーカードを利用してご自身の公的情報を確認できるサービスである「マイナポータル」等に
より確認できますので、申請の際の参考としてください。 
なお、申請内容の確認は、令和8年度課税証明書により行います。 

              
 

 

 

【奨学のための給付金とは】 

 １ 対象世帯  

【マイナポータル ホームページ（ https://myna.go.jp/ ）】 

ＱＲコードはこちら→ 

※マイナンバーカードをお持ちの方は、ログイン後、「税・所得」ページから

ご確認いただけます。 
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今回のご案内では、申請書類等は配付しておりません。 

市県民税所得割額を必ずご確認いただき、支給対象となるかをご確

認ください。対象となる場合は、7月31日（金）までに事務室で申

請書類を受け取るか、本校ホームページから印刷してください。 

申請書の提出期限は 8 月 20 日（木）までです。期限厳守でお願い

いたします。 

           

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
   
    
 

 
 
（連 絡 先）：佐世保東翔高等学校 事務室 担当：楠本 

 
   （電話番号）：０９５６－３８－２１９６ 

 ２ 給付額（生徒1人あたり）給  

世帯区分 基準となる所得割額

（保護者等の合算額）

生徒
区分

給付額

生活保護（生業扶助）
受給世帯

全日制
定時制
通信制

32,300円

全日制
定時制 143,700円

通信制 50,500円

全日制
定時制

47,900円

通信制 16,830円

全日制
定時制

35,930円

通信制 12,630円

住民税非課税世帯

年収２７０万～３８０万円
相当の世帯

年収３８０万～４９０万円
相当の世帯

0円

１００円以上
１０５，５００円未満

１０５，５００円以上
１８２，５００円未満



 
高校生等奨学給付金 Ｑ＆Ａ 

 
 
 
 
  A１ 給付要件を満たし、かつ、申請書類に不備がなく、審査の結果、交付を決定した場合に給付され

ます。 
 
 
 
 
 A2 道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額とは、道府県民税及び市町村民税のうち、1 年間の

所得に応じて決まる税額のことです。市町村が発行する課税証明書等や納税義務者用の特別徴収税
額決定通知書やマイナポータルにて確認できます。なお、申請される場合は、課税証明書の提出が
必要となります。マイナポータルでの確認方法については別紙をご参照ください。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 A３ 確定申告をしていない場合、道府県民税所得割額および市町村民税所得割額を確認することがで

きないため、申請はできません。お住まいの市町村役場にて道府県民税及び市町村民税の申告をし
た上で課税証明書の交付を受けてください。 

 
 
 
 
 A４ 原則として、親権者の道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額により判断しますので、祖父 
   母等の課税証明書等は必要ありません。親権者が父母の場合は2名分のみ提出してください。 
 
 
 
 
 
 A５ 海外赴任等で日本国内に住所を有しない場合（所得確認ができない場合）は、対象外です。 
 
 
 
 
 A６ 給付金は、認定基準日時点で判断します。認定基準日以降の世帯状況等の変化、休学や退学など

により給付金を返還する必要はありません。 
 
 
 
 
 A７ 給付金の申請は、保護者等の住所がある都道府県に対して行います。申請の手続きの詳細につい

ては、お住まいの都道府県へお問い合わせください。 
 

Q１ 申請したら必ず全員に支給されますか？ 

Q２ 道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額とは何ですか？ 

Q３ 確定申告をしていませんが、どうすればいいですか？ 

Q４ 課税証明書等は同居している祖父母等も必要ですか？ 

Q５ 保護者等が海外赴任のため課税証明書が発行できません。 
このような場合も対象になりますか？ 

Q６ 退学した場合は給付金を返還する必要がありますか？ 

Q７ 子どもは県内の高校に在学、保護者は県外に住んでいます。長崎県に申請できますか？ 

均等割額 均等割額

所得割額 所得割額
県民税 市民税額


